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１ はじめに 
（１）後期基本計画策定の趣旨 
安芸広域市町村圏事務組合では、ふるさと市町村圏施策に基づく 10 年間の長期計画「第四
次安芸広域ふるさと市町村圏計画」を 2021（令和 3）年に策定しました。 
計画は、基本構想、基本計画、広域活動計画で構成されており、基本計画及び広域活動計画
については、2021（令和 3）年から 2025 年（令和 7）年度までを前期、以降の 5年間を後期
とし、前期計画の進捗や、情勢の変化に伴い、中間見直しを行うことになっています。 
そこで、効率的かつ効果的な施策を展開することを目的とし、2021（令和 3）年度に策定し

た基本構想である「安全安心、健やか！活力ある安芸広域交流圏の形成」の趣旨のもと、基本
目標として掲げている「地域資源を生かした活力ある圏域づくり」、「支え合い、安心して暮
らせる圏域づくり」、「快適に、暮らし続けられる圏域づくり」、「住民と協働で創る、自立
した圏域づくり」に基づいた施策の取組状況と課題について、前期計画を評価するとともに、
2026（令和 8）年度以降の 5年間の後期計画を策定します。 

 

図表1  計画の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本計画で用いている組織等の略称  

     県    ・・・ 高知県 

当圏域 ・・・ 安芸広域市町村圏 

当組合 ・・・ 安芸広域市町村圏事務組合 

東部観 ・・・ 一般社団法人 高知県東部観光協議会 

 
  

基本構想 

広域活動計画 

基本構想 

2021（令和 3）年度～2030（令和 12）年度（10 年間） 

 
基本計画   

前期基本計画 
2021（令和 3）年度～ 
2025（令和 7）年度（5 年間） 

後期基本計画 
2026（令和 8）年度～ 
2030（令和 12）年度（5 年間） 

  
前期広域活動計画 
2021（令和 3）年度～ 
2025（令和 7）年度（5 年間） 

後期広域活動計画 
2026（令和 8）年度～ 
2030（令和 12）年度（5 年間） 
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（２）SDGs との関係について
本計画は、「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」（2023（令和 5）年 12月 19日改訂）
に基づき、SDGsの要素を反映し、策定しています。 

  SDGs「持続可能な開発目標」とは

SDGsは、2015（平成 27）年の国連サミットにおいて、加盟国 193か国すべての合意によ
り採択された、持続可能な社会の実現を目的とする国際目標です。貧困の解消、環境保全、
経済成長と社会的包摂の両立など、全 17項目で構成され、達成期限は 2030年とされていま
す。 
国、地方公共団体、企業及び市民がそれぞれの立場で取組を進めることが求められており、

地方公共団体においても、施策の企画・実施に当たり、SDGs の視点を踏まえることが重要
とされています。 
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（３）基本構想【2021（令和 3）年策定】 

①「めざすべき姿」 

当圏域は、高知県の東部に位置し、海・山・川の豊かな自然や温暖な気候に恵まれ、農業や
水産業、山間部の林業など第１次産業を中心に発展してきました。しかし、人口減少・少子高
齢化に歯止めがかからず、また本格的な経済のグローバル化時代が到来している中で、地域の
存亡すら問われる状況にあるといっても過言ではありません。 
そこで、時代の潮流を圏域の発展に向けた追い風となるよう受け止め、住民の暮らしや経済
を将来にわたって持続可能なものとし、かけがえのないこの高知県東部の地域を次代に引き継
いでいかなければなりません。 
こうした認識のもと、圏域づくりの重点課題を踏まえる中で、第三次安芸広域ふるさと市町

村圏計画の基本理念を継承するとともに、「健康・福祉及び快適住環境」を重視する地域づく
りに向けて、当圏域の「めざすべき姿」を、 

 
 
 
 
 
 
 
とし、地域資源を活かした産業振興により定住人口の増加に努め人口減少・少子高齢化の抑制
を目指すとともに、自然環境や歴史文化遺産の保全、安全安心な地域づくりの推進などにより
住民が豊かさを実感できる活力ある圏域づくりを目指します。 

 
 

安芸広域市町村圏が担う役割の基本的考え方  

☞ 相乗効果を生み出す役割 

単独市町村では効果が小さいが、広域として取り組むことでより高い効果が期待できること 
☞ 効率性を高める役割 

コスト、人材、設備投資等において、広域で取り組むことにより施策の効率化が図れること 
☞ 広域性を担保する役割 

公共交通など構成市町村をまたぐ地域課題について、広域で取り組む必要があること 
 
 
 

  

安全安心、健やか！ 

活力ある安芸広域交流圏の形成 
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②施策の大綱 

当圏域の「めざすべき姿」の実現に向けて、圏域づくりの課題を踏まえつつ、次の４つの大
綱に基づいた圏域づくりを推進します。 

 

基本目標１：地域資源を生かした活力ある圏域づくり 
地域資源を生かした活力ある圏域づくりを目指し、観光産業を核として農林漁業、商工業の

振興に取り組み、「「魅魅力力的的なな観観光光地地域域づづくくりり」」を推進します。そこで、滞在型観光の推進と観
光の経済効果の向上を図るため、東部観を舵取り役として、体験型観光の促進に努めるととも
に、魅力的な観光資源の情報発信に積極的に取り組みます。 
また、ナスやユズをはじめとする農産物、海産物等を生かした観光客等向けの土産品開発等
にも取り組み、農林漁業の 6 次産業化を推進することで、豊かで安定した農林漁業経営を目
指します。 

基本目標２：支え合い、安心して暮らせる圏域づくり 
安心して暮らせる圏域づくりに向けて、すべての住民が健康に暮らし続けられるように、地
域医療、地域福祉の環境の充実に取り組み、「「地地域域をを支支ええるる医医療療・・介介護護・・福福祉祉のの確確保保」」を推進
します。特に、医師、看護師、介護士等の不足が課題となっており、人材確保、育成に重点的
に取り組みます。 
また、災害に強い圏域づくりに向けて、地震や津波、風水害などの自然災害に備えた防災対
策や、住民の防災意識の高揚、自主防災組織の育成や消防・防災体制の充実、強化などに取り
組み、「「大大規規模模災災害害対対策策のの強強化化、、充充実実」」を推進します。また、災害や事故などの不測の事態に
備えて、非常時に迅速かつ的確に対応できるよう、危機管理体制の整備を進めます。 

基本目標３：快適に、暮らし続けられる圏域づくり 
快適に、暮らし続けられる圏域づくりを目指し、行政・交通事業者・住民の役割分担を整理
しながら、住民の生活の移動手段である鉄道及びバス路線等の維持、活性化に取り組み、「「地地
域域交交通通のの維維持持、、活活性性化化」」を推進します。 

基本目標４：住民と協働で創る、自立した圏域づくり 
自立した圏域づくりを目指し、中山間地域等での基礎的な生活環境の維持に向けた整備を
推進するとともに、構成市町村との協働によるまちづくり活動を支援します。また、地域コミ
ュニティ等の維持、活性化に向けて、移住定住の促進に積極的に取り組み、「「地地域域ココミミュュニニテテ
ィィのの維維持持、、発発展展」」を推進します。 
更に、自立した圏域づくりのために、経営資源が限られた構成市町村の行政経営に必要な情
報・ノウハウの蓄積と人材育成や、共同化等により行政コスト削減を支援し、「「効効率率的的なな行行政政
経経営営のの推推進進」」に努めます。 
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③人口の将来見通し 

構成市町村が定める「地方人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、当
圏域の目標人口を設定すると、本計画の計画期間である 2030 年には 39,303 人、20 年後の
2040年には 34,626人となります。 
このため、産業の振興や定住促進策、子育て支援策など、圏域を支える基盤である人口を維
持するための取組が強く求められます。 

図表2  将来人口 
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２ 圏域の概況 
（１）位置及び自然 
当圏域は、高知県東部に位置し、室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、北
川村、馬路村、芸西村の２市４町３村で構成され、西は香美市、香南市、北は徳島県に接し、
東南は太平洋に臨みます。 
室戸岬を中心とした室戸半島では海岸沿いに露出する岩石や大規模な地層の変化がみられ、
また、半島の西側では海に迫る海成段丘があります。現在も大地が隆起し続けており、地殻変
動により生じる地形や地質を観察できる世界的なスポットであり、その保護・教育・持続可能
な開発が一体となった概念により管理されていることなどを受け、2015（平成 27）年にはユ
ネスコ世界ジオパーク*1に認定されました。 
当圏域の面積は約 1,129k ㎡と高知県全体の 15.9％を占め、80％以上は森林であり、農用地
が中小河川に沿って点在しています。過疎・高齢化により、手入れの行き届かない山林や耕作
放棄地が増加しています。 
気候は、黒潮暖流の影響を受けて、概して温暖多雨で、年平均気温は 17℃、年間降水量は

2,000～3,000 ㎜となっています。 

＊1 ジオパーク…「地球・大地（ジオ：Geo）」と「公園（パーク：Park）」を組み合わせた「大地の公園」
を意味する造語で、地球（ジオ）を学び、丸ごと楽しむことができる場所をいう。ユネスコ世界ジオパー
クとは、ユネスコの定める基準に基づいて認定された高品質のジオパークのこと。 

図表3  安芸広域市町村圏の概略図 
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（２）圏域の現状の整理 

➀人口・世帯 

当圏域の人口は、長期にわたって減少傾向が続いており、2020（令和 2）年の総人口は 43,666
人で、2015（平成 27）年と比べて 4,684人（9.7％）の減少であり、人口減少は急速に進んで
います。また、当圏域人口の県人口に占める割合も減少傾向にあり、当圏域の人口減少率は県
を上回るものとなっています。 
年代別人口では、65 歳以上の割合は 2020（令和 2）年は 45.3％に上り、県平均（35.6％）
を 9.7ポイント上回っています。今後も、平均寿命の伸長や、少子高齢化の進行といった全国
共通の要因のほか、就職や進学などにより、生産年齢人口の圏域外への流出が進むことが予想
されます。 

図表4  人口の推移 

 

図表5  人口の年齢構成の推移 
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②産業構造、経済構造 

2020（令和 2）年の国勢調査によると、就業者総数の割合が、第1次産業は28.8%、第２次産業は
15.9%、第３次産業は55.2%となっており、第1次産業の割合が全国・県平均と比較して、大幅に高く
なっています。 
県の市町村経済統計書によると、圏域内総生産は 2021（令和 3）年度で約 1,530 億円とな
っており、建設業や製造業といった第 2 次産業の生産額が上がっています。一方で、第 1 次
産業と第 3次産業は 2017（平成 29）年から徐々に減少傾向にあります。 

図表6   産業別就業者数割合

 

出典）2020（令和 2）年国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 

図表7   産業別圏域内総生産・経済成長率対前年度増加率

 

出典） [令和 3（2021）年度市町村経済統計書]を基に作成 
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第 1 次産業においては、圏域内の総農家数が徐々に減少しており、今後も、農業に従事す
る農家の減少、担い手不足が続くことが予測されます。 

図表8  年齢別基幹的農業従事者*2数の推移（高知県）

 
出典）農林水産省「農林業センサス」「世界農林業センサス」 

 
＊2 基幹的農業従事者…15 歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者。 
 

2020（令和 2）年から 2021（令和 3）年の経済成長については、新型コロナウイルスが感
染拡大したことにより、宿泊・飲食業、娯楽サービス業などを中心とした第 3 次産業の経済
活動が一時停滞したことがマイナス成長に繋がっています。 

図表9  2020（令和 2）－2021（令和 3）年度 市町村別経済成長率と寄与*3産業

 

出典） [令和 3（2021）年度市町村経済統計書] 
 

＊3 寄与…「寄与度」のこと。寄与度とは、数値全体（各市町村の経済成長率）の増減に対して、個別の要素
の増減がどの程度貢献（寄与）しているかを表す数値。 

 
   

2,791 2,112 1,996 1,578 1,247 

16,372 
12,556 11,089 

8,152 
5,803 

12,552 

9,026 
8,100 

7,296 
6,531 

4,630 

4,914 
7,224 

6,308 

5,768 

38,345 

30,613 30,419 

25,349 

21,369 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2000 2005 2010 2015 2020

15～39歳 40～64歳 64～74歳 75歳以上

２年度 ３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度
室 戸 市 35,609 37,551 1.5 1.6 -10.7 5.5 製造業 -3.2 製造業 4.6
安 芸 市 53,351 58,295 2.3 2.5 -4.0 9.3 宿泊・飲食サービス業 -1.0 建設業 7.8
東 洋 町 6,682 6,089 0.3 0.3 18.6 -8.9 建設業 12.5 建設業 -5.3
奈半利町 7,957 8,898 0.3 0.4 -7.0 11.8 宿泊・飲食サービス業 -2.4 製造業 5.5
田 野 町 9,502 12,207 0.4 0.5 -0.0 28.5 製造業 -2.5 建設業 24.6
安 田 町 7,642 6,738 0.3 0.3 -7.2 -11.8 建設業 -1.7 建設業 -10.6
北 川 村 7,720 8,558 0.3 0.4 -19.5 10.9 建設業 -14.7 建設業 7.7
馬 路 村 5,207 5,333 0.2 0.2 -5.7 2.4 宿泊・飲食サービス業 -1.9 建設業 1.3
芸 西 村 10,350 11,149 0.4 0.5 -5.9 7.7 宿泊・飲食サービス業 -4.1 建設業 5.2

総生産額 構成比 経済成長率 経済成長率に対する寄与度第１位産業
２年度 ３年度

（人） 

2020 20202020 20202021 20212021 2021

（年）



10 

 

➂観光 

高知県の県外観光客入込・動態調査によると、2020（令和 2）年から世界的に感染拡大した
新型コロナウイルス感染症の影響で県外観光客の入込客数は一時減少しましたが、東部地域を
訪れる観光客の割合は、2019（令和元）年以降、県内観光客のうち約 30％を維持しました。 

図表10  東部地域の観光入り込み客数と県内における東部地域のシェア推移 

 

 
出典）2023（令和 5）年県外観光客入込・動態調査報告書 

図表11  圏域観光入込客数及び観光消費額 

 
出典）一般社団法人 高知県東部観光協議会 
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東部観の実績報告によると、圏域内の観光入込客数は、2017（平成 29）年度の「高知家・
まるごと東部博」開催以降、年間約 180 万人を推移しており、一人当たりの観光消費額は約
2,000 円となっています。これには、休憩所としての活用が中心であった「道の駅」が、地域
の特産品販売、魅力発信・活性化の拠点へと発展し、立ち寄り数が増加したことなどが影響し
ていると考えられます。 
また、2016（平成 28）年度より本格的に受入れの始まった教育旅行では、カツオの藁焼き

タタキづくりや、マリンアクティビティ等、自然と直接触れ合うことのできる圏域の特性を活
かした体験型学習を行い、中国・関西圏を中心に、年間約 1,250 人（11 校）の児童・生徒を
受け入れています。 

図表12  教育旅行受入実績 

 
 

提供）一般社団法人 高知県東部観光協議会 
 
高知県を訪れる訪日外国人も年々増加しており、観光庁の宿泊旅行統計調査によると、県内
で宿泊した外国人宿泊者延数は、2024（令和 6）年には 10 万人を超えています。 

図表13  外国人延べ宿泊者数（人泊） 
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当圏域の主な観光資源は、以下のようなものがあります。 

図表14  当圏域の主な観光資源 
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④道路・交通

当圏域の公共交通は鉄道とバスからなり、鉄道は、南国市から奈半利町までを土佐くろしお
鉄道「ごめん・なはり線」、東洋町から徳島県南部までを阿佐海岸鉄道「阿佐東線」が運行し
ています。阿佐海岸鉄道は世界初の DMV車両*4が 2021（令和 3）年 12月から運行開始され、
観光面でも利活用されています。また、バスは、路線バスが国道 55号と県道安田東洋線・魚
梁瀬公園線の安田・魚梁瀬間を走るほか、各市町村内をコミュニティバス等が走っています。
広域幹線道路については、海岸沿いを走る国道 55号のほか、高知東部自動車道「南国安芸
道路」の高知中央から芸西西 ICまでが開通しており、その他の区間も着々と整備が進められ
ています。 
また、阿南安芸自動車道も、奈半利安芸道路において「奈半利～安田」間が 2024（令和 6）
年度に新規事業化され、全線開通に向け大きく前進しました。しかし、徳島県までを結ぶ区間
では、事業未着手のミッシングリンクが残されており、今後も関係機関への働きかけが必要と
されています。 

＊4 DMV 車両…軌道と道路の双方を走ることが出来る車両のこと。 

図表15  圏域の交通ネットワーク 

出典）高知県東部広域地域公共交通網形成計画 

凡例
JR
JR以外

X 鉄道駅
路線バス（高知東部交通）
路線バス（とさでん交通・県交北部交通）
路線バス（徳島バス南部）

コミュニティバス等
安芸市
香南市
東洋町
田野町
北川村
芸西村
主なバス停
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図表16  高速道路の整備状況 

提供）安芸市建設課  

住民の通勤通学や高齢者、障がい者や観光客等の主要交通手段として、土佐くろしお鉄道
「ごめん・なはり線」、阿佐海岸鉄道「阿佐東線」や路線バスが活用されています。ごめん・
なはり線の乗降者数では、2021（令和 3）年、2022（令和 4）年のコロナ禍では、観光客など
の利用数である定期外が一時的に落ち込みましたが、徐々に回復傾向にあります。しかしなが
ら、周辺地域の人口減少や自動車道の延伸等に伴い、乗降客数は依然として減少傾向にありま
す。 
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⑤医療・福祉 

構成市町村の三大生活習慣病死亡率は、県平均を上回る水準の市町村が多くなっています。 
当圏域の医療環境は、一般・内科診療所は県平均より高い水準にあるものの、婦人科、皮膚

科等の診療科目別では下回っています。また、医師、看護師数は県水準を大きく下回り、医療
従事者が不足状況にあります。全診療科受診者の 14.9％が高知市のある中央圏域で受診し、
他圏域に医療サービスを依存しており、「第 8 期高知県保健医療計画」地域医療構想によれ
ば、2025（令和 7）年には当圏域の医療施設で、80 床以上が不足すると推計されています。 

図表18  人口 10万人あたり診療施設数（上）、人口 10万人あたり医療従事者数（下）

 

 
出典：JMAP 地域医療情報システム（上）、 [第 8 期高知県保健医療計画]（下） 
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図表20  外来患者の受療動向（全診療科） 

出典）2022（令和 4）年度高知県患者動態調査（）内は 2016（平成 28）年度調査 

日本医師会 JMAP地域医療情報システムによると、当圏域の介護施設については、県平均
と比較して若干低い水準となっており、通所型と入所型では県平均を下回る水準となっていま
す。また、介護職員数も県平均より低い傾向にあります。 
更に、2030（令和 12）年までの介護需要は 2020（令和 2）年と比較して高くなると示唆さ

れている中で、介護職員数の減少や在宅サービスを支えるホームヘルパーの高齢化など、介護
人材の安定的な確保が喫緊の課題となっています。 

図表21  75歳以上千人あたり介護施設数（上）と介護職員数（下）
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図表22  高知県の訪問介護員数 

出典） [人材確保に係る介護事業者実態調査]を基に作成 

図表23  医療介護需要予測指数（2020（令和 2）年実績＝100） 

出典）JMAP 地域医療情報システム 
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⑥災害

南海トラフ及びその周辺地域の地殻境界を震源とする南海トラフ地震は、これまで繰り返し
発生しており、政府の地震調査委員会が 2025（令和 7）年 9 月に公表した南海トラフの発生
確率値は、Ｍ８～Ｍ９クラスの地震が今後 30 年以内に発生する確率が 60％～90％程度以上
とされています。最大クラスの地震及び津波（Ｌ２）が発生した場合、震度６弱～７の揺れや
10～20ｍ以上の津波が予測されています。

図表24  南海トラフ地震の震度予測

出典） [令和 7 年度版「南海トラフ地震による最大クラスの震度分布・津波浸水予測」] 

また、当圏域は、台風の通り道となっており、毎年のように暴風雨の猛威にさらされていま
す。突風や高波、洪水等により、農業や漁業などの第１次産業に被害が発生しているほか、越
波による道路被害や主要道路の通行止めに伴う物流の停滞、人流の制約、さらには集落の孤立
などが生じ、住民の暮らしにも大きな被害を及ぼしています。 
近年は、台風被害だけでなく、地球温暖化等の気候変動により、気温上昇、集中豪雨や局地
的な大雨の増加などが生じています。当圏域においても、気候変動が原因とされる豪雨被害が
2018（平成 30）年に発生しており、約 12億円の被害額が出ています。 

５－２ 震度分布図（最大クラス重ね合わせ） 

14 
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図表25  津波浸水予想図 

出典） [高知県防災マップ] 

図表26  水害被害の区域面積、被害額 

出典）水害統計調査 
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（３）圏域を取り巻く社会経済環境の動向 

①人口減少・少子高齢社会 

我が国では、少子高齢化・人口減少が急速に進行し、今後さらに数十年間この傾向が続くこ
とが予測されています。過疎地域を多く含む当圏域は、他県と比較して少子高齢・人口減少が
一段と進んでおり、既に地域経済において大きな影響が生じています。今後も平均寿命の伸長
や、少子高齢化の進行といった全国共通の要因のほか、就職や進学などにより圏域外への人口
流出が進むことが予想され、労働を担い、消費意欲も旺盛な生産年齢人口の減少が懸念されま
す。 

②安心・安全な社会づくりの意識 

近年、国内外において、地震や豪雨、洪水、山林火災などの自然災害が多く発生し、人身、
国土に大きな被害を与えています。当圏域でも、南海トラフ地震、高波や水害等の様々な災害
の発生が懸念されており、防災や危機管理体制、「命の道」である高規格道の整備など、安全
で安心して暮らすことができる社会づくりが求められています。 
また、高齢化率の上昇や過疎化が進行する一方で、医療や介護の現場を支える人材の不足や

従事者の高齢化が課題となっており、将来を見据えた人材確保に向け、積極的に取り組んでい
く必要があります。 

③インバウンド観光の増加 

政府は、観光立国推進基本法に基づく観光立国の実現に向けた様々な施策を展開し、2024
（令和 6）年には訪日外国人客数が 3,687万人、観光消費額も 8.1兆円に達しています。これ
は、自動車部品産業の輸出総額を超える規模で、国内の大きな産業に成長しています。さら
に、観光庁は、2030（令和 12）年の訪日外国人旅行者数を 6,000 万人、旅行消費額 15兆円
まで拡大させることを目標とする計画を策定し、観光戦略を推進しています。 
当圏域は、室戸ユネスコ世界ジオパークをはじめとする地形地質や四国遍路、歴史文化、自
然を活かした体験メニューなど多岐にわたる観光資源を有しており、国内のこの追い風を当圏
域にも波及させていくことが求められます。 

④自然環境負荷の低減 

地球温暖化、エネルギー問題、生物の絶滅危惧など地球規模での深刻な環境問題が起きてい
ます。また、コンビニエンスストアや飲食店の拡大、単身世帯の増加など、生活様式の変化に
伴い、調理済み食品やテイクアウトの利用が増加し、プラスチック製品を含む廃棄物の排出量
が増えています。その結果、ごみ質の変化とともに、ごみ処理の過程において発生する二酸化
炭素やダイオキシン類の排出量が基準値を超えることがないよう、排出抑制方法にも配慮して
いく必要があります。 
こうした中で、政府は、2024（令和 6）年 5月に第六次環境基本計画を決定し、環境を軸と
した環境・経済・社会の総合的向上への高度化を図り、環境の質を上げることによって経済社
会が成長・発展できる「循環共生型社会」を目指した取り組みを進めています。また、現在の
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日本のGDP*5の半分は自然資本に依存しているため、環境負荷を低減した生産活動を推奨し
ています。 
生産活動の軸が第 1 次産業である当圏域においても、スマート農業*6技術を活用し環境に
配慮した農業の展開や、ごみの資源循環など、循環型・環境保全を意識した取組が求められて
います。 

＊5 GDP（Gross Domestic Product）…「国内総生産」のこと。一定期間内に国内で産出された付加価値の総
額で、国の経済活動状況を示す。付加価値とは、サービスや商品などを販売したときの価値から、原材料
や流通費用などを差し引いた価値のこと。 

＊6 スマート農業…ロボット技術や AI などの先端技術を活用し、農業の生産性向上を図る取組。 

⑤新技術の進展

ロボット、IoT＊7、ビッグデータ・AI*8といった社会の在り方に影響を及ぼす新たな技術が
進展しています。政府は、2021（令和 3）年 3 月に策定された第 6 期科学技術・イノベーシ
ョン基本計画において、目指すべき未来社会の姿として「Society5.0」を提唱し、IoT で全て
の人とモノがつながり、様々な課題や困難を克服する超スマート社会の実現を目指していま
す。 
当圏域は、全国に先駆けて人口減少、少子高齢化が加速し、地域の生活環境や行政サービ

ス、地域コミュニティの維持が難しくなっており、新技術を活用してそれらの課題を解決して
いくことが求められます。 

＊7 IoT（Internet of Things）…従来インターネットに接続されていなかった様々なモノ（センサー機器、駆動
装置、建物、車、電子機器など）が、ネットワークを通じて相互に情報のやり取りをして、自動認識や自
動制御、遠隔操作などを行うこと。 

＊8 ビッグデータ・AI（Artificial Intelligence;人工知能）…人間では全体を把握することが難しい巨大なデータ
群のことをビッグデータと言い、AI とは相互補完的な関係にある。ビッグデータは AI の学習に必要な大量
のデータを提供し、AI はビッグデータから隠れたパターンや傾向を抽出し、より高度な分析と予測を可能
にする。 

スマート農業イメージ図
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（４）関係団体の取組状況
当組合の事業を円滑に遂行するためには、構成市町村をはじめ、県や関係団体との連携が不
可欠であることから、各分野における県等の取組内容を把握する必要があります。関係団体の
事業内容は、以下のとおりです。 

➀観光振興に係る取組状況

観光振興については、観光協会や東部観などをはじめ、構成市町村並びに県が、情報発信、
観光資源開発、特産品開発、人材育成、観光振興組織支援に取り組んでいます。
令和 7年 4月からスタートした「第 5期高知県産業振興計画 Ver.2」では、観光分野におけ
る取組方針が定められ、高知県ならではの魅力をじっくりと、深く、たっぷりと味わっていた
だく「極上の田舎、高知。」をコンセプトする「どっぷり高知旅キャンペーン」が展開され、
５つの戦略の柱のもと、観光振興が推進されています。 

資料：第 5期高知県産業振興計画 観光分野の施策の展開 

出典） [第 5 期高知県産業振興計画（計画期間：2024（令和 6）年度～2027（令和 6 年度））] 
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また、東部観においても、「高知県産業振興計画地域アクションプラン」に基づき、2022
（令和 4）年 3月に「高知県東部広域観光振興計画（第 2期）」を策定しています。構成市町
村が有するそれぞれの自然体験、文化、歴史をじっくりと味わっていただけるよう広域で連携
し、県内外からの観光客の誘客増加、地域活性化を図る取組として、地場産品を使った商品開
発やふるさと納税をはじめとする情報発信、セールス・プロモーション、流通・販売、受入体
制、組織体制について、戦略を定めています。 
そのほか、れんけいこうち広域都市圏*9では、「第 2 期れんけいこうち広域都市圏ビジョ
ン」（計画期間：2023（令和 5）年度～2027（令和 9）年度）を策定し、地域経済、都市機能、
生活関連機能の各分野の振興策を設定しています。その中で、観光分野については、「③戦略
的な観光施策の推進」を位置づけ、デジタルを活用したプロモーションの実施等により、多様
化する観光客に対応するため、エリアの強みを生かした効果的な観光 PRなどに取り組むとし
ています。 

＊9 れんけいこうち広域都市圏…高知市と県内 33 市町村が連携協約を締結する広域都市圏。 

資料：「れんけいこうち広域都市圏ビジョン」での観光分野の取組方針 

（１）－③戦略的な観光施策の推進 

豊かな自然や食，歴史，文化等の多彩な地域資源に新たなつながりを生み出し，個々の魅力を相

乗的に高めることなどにより，周遊観光を促進し，消費拡大を図るとともに，インバウンド観光の推

進や旅行者ニーズ・スタイルに応じた観光ルートの提案，効果的なプロモーションなどにより更なる

誘客を図る。 

出典） [第 2 期れんけいこうち広域都市圏ビジョン] 

②交通に係る取組状況 

交通分野については、県が 2023（令和 5）年 3月に「高知県地域公共交通計画」を策定す
るとともに、構成市町村がそれぞれ公共交通計画を策定しています。 
「高知県地域公共交通計画」では、公共交通を産業や中山間地域の振興を支え、地域社会を
維持するために最低限必要な生活インフラと位置付け、地域の実情に応じた対策を講じるため
の基本的な方針が示されています。具体的には、県が広域的な移動手段である幹線交通（鉄
道・幹線バス）の維持・確保を行う一方、当組合及び構成市町村が、これらと結節するコミュ
ニティバスやデマンド型交通の路線網をきめ細かく整備し、生活圏を補完する役割を担うこと
とされています。 
また、県、市町村及び関係団体で構成された高知県東部広域地域公共交通協議会*10の取組

として主要施策に位置付けられていた、ごめん・なはり線新駅（あき総合病院前駅）が 2021
（令和 3）年 3月に開業し、病院への通院や通勤に加え、隣接する学校への通学の足として利
用されるなど、利便性の向上につながっています。さらに、鉄道・路線バス・コミュニティバ
ス等の時刻表や路線図などの情報提供の一元化が進められたことで、公共交通の運行、利用者
の利便性向上が図られるとともに、公共交通利用環境の改善につながっています。 
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＊10 高知県東部広域地域公共交通協議会…高知県東部広域地域（室戸市、安芸市、南国市、香南市、東洋町、
奈半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村）において、将来にわたり安心して利用できる公共
交通ネットワークを確立するため、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59
号）第 6 条第 1 項の規定に基づき、地域公共交通網形成計画の作成及び実施に関し必要な協議を行うため
2018（平成 30）年に設置され、その目標が一定達成されたとされ 2024（令和 6）年に解散。 

資料：高知県地域公共交通計画の施策内容 

出典） [高知県地域公共交通計画] 

➂医療・介護・福祉に係る取組状況

医療・介護・福祉については、県が各分野の計画を策定し、これに基づき構成市町村（社会
福祉協議会を含む）が施策展開をしています。
県が掲げる「日本一の健康長寿県構想」では、保健・医療・福祉の各分野の課題解決に取り
組んでおり、2024（令和 6）年には「第 5期日本一の健康長寿県構想」を策定しています。 
ここでは、誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らし続けられる地域づくりを目指し、「働
きざかり世代をターゲットにした対策の強化」、「中山間地域を含めた医療・福祉・介護サー
ビスの基盤強化」、「出会いや結婚支援、子ども・子育て施策の充実・強化」、「分野横断的
な柱として、高知型地域共生社会の取組を推進」をポイントとした対策を図ることを目標に掲
げています。 
医療分野においては、患者本位の良質で適切な医療を提供する体制づくりを目指した「第 8
期高知県保健医療計画」が策定されています。2025（令和 7）年に「団塊の世代」が 75歳以
上になることから、高齢化が全国に先行して進み、医療・介護のニーズがピークを迎える 2035
（令和 17）年に備えた取組方針が定められています。当圏域に関しては、地域別構想におい
て、緊急医療体制の構築等の対応が位置づけられるとともに、具体的な取組として、住み慣れ
た地域での医療・介護・福祉サービスの提供できる看護師養成施設や訪問看護ステーションへ
の支援機能を持った多機能支援施設の整備や、ホームヘルパー（訪問介護員）の人材確保が進
められています。 
福祉分野においては、県が、「誰一人取り残されない、つながり支え合う高知型地域共生社
会」を理念とする「第 4期高知県地域福祉計画」（計画期間は、2024（令和 6）年度～2027
（令和 9）年度）を策定しており、地域福祉を推進するために、市町村が地域の特性や独自性
を尊重し、地域住民や社会福祉協議会等の多様な主体とともに福祉ニーズや課題対応をして
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いくことを支援しています。 

資料：第 5期「日本一の健康長寿県構想」 

出典） [第 5 期「日本一の健康長寿県構想」] 

④災害に係る取組状況

県及び構成市町村では、地域防災計画により、避難施設、防災情報発信、防災訓練、住宅耐
震化等対策、自主防災組織、防災士等の人材育成等が取り組まれています。その中で、県にお
いては、南海トラフ地震等において膨大に発生する可能性のあ
る災害廃棄物を迅速かつ適切に処理し、住民生活の基盤復興に
資するため、「高知県災害廃棄物処理計画Ver.2」を 2019（平
成 31）年 3月に策定し、県内を 6つにブロック分けしていま
す。当圏域は「安芸広域ブロック」に区分されており、災害時
のごみ処理、し尿処理などの、各分野において協力し取り組ん
でいくことが示されています。
当組合においても、2025（令和 7）年 2月に「一般廃棄物処
理事業 BCP（業務継続計画）」を策定し、南海トラフ地震な
どの大規模災害発生時にごみ処理施設の機能継続、早期回復に
向けた対応策を整理しており、今後、構成市町村の地域防災計
画等との紐づけを検討していくこととしています。 

高知県が目指す姿は、
 「県民の誰もが住み慣れた地域で、健やかで心豊かに安心して暮らし続けることのできる高知県」です。
本県では、平成22年２月に「日本一の健康長寿県構想」を策定し、毎年度、各施策のバージョンアップを図りながら、保健・医療・福祉の

各分野の課題解決に真正面から取り組んできました。
 第４期構想（Ｒ２～Ｒ５）までの取り組みにより、それぞれの分野において一定の成果が表れていますが、県民の皆さまの生活の質をさら
に向上し豊かにしていくためには、これまでの取り組みを一層充実させるとともに、抜本強化を図ることが必要です。

このため、第５期構想（Ｒ６～Ｒ９）では、
 ①働きざかり世代をターゲットにした対策の強化
 ②中山間地域を含めた医療・福祉・介護サービスの基盤強化
 ③出会いや結婚支援、子ども・子育て施策の充実・強化
 ④分野横断的な柱として、高知型地域共生社会の取り組みを推進
をポイントとして対策の強化を図り、目指す姿の実現に向けて全力で取り組みを進めてまいります。
 

◆本県が抱える根本的な課題を解決するために、４つの柱を設定し、４年後に目指す姿と数値目標を明確にして対策を推進します。
 Ⅰ 健康寿命の延伸に向けた意識醸成と行動変容の促進
   【目指す姿】県民が長く健康でいきいきと元気で暮らし続けている
   【目標】健康寿命の延伸（R元→R9）男性71.63年→73.52年（1.89年以上の延伸）
                                     女性76.32年→77.11年（0.79年以上の延伸）
   Ⅱ 地域で支え合う医療・福祉・介護サービス提供体制の確立とネットワークの強化 
   【目指す姿】中山間地域を含め、在宅での生活を希望される方が必要なサービスを受けられる
   【目標】要介護3以上の方の在宅率（R4→R9） 43％→50％
   Ⅲ こどもまんなか社会の実現
   【目指す姿】「共働き・共育て」が定着し、結婚、出産・子育ての希望が叶えられ、「孤」育てを感じさせない社会になっている
   【目標】①安心して「結婚」「妊娠・出産」「子育て」できるような社会になっている（R4→R9） 22％→50％
       ②出生数（R4→R9） 3,721人→4,200人
 Ⅳ 高知型地域共生社会の推進
   【目指す姿】複合課題への対応力と地域の支え合いの力が高まり、孤独を感じる人が減っている
   【目標】孤独を感じる人の割合（R4→R9） －（全国20.7％）→17％
◆PDCAサイクルによる検証を通じて、各施策を毎年度バージョンアップします。

第５期「日本一の健康長寿県構想」の４つの柱と目標

第５期「日本一の健康長寿県構想」

1

 

 

安芸広域メルセンター 

一般廃棄物処理事業ＢＣＰ 

（業務継続計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安芸広域市町村圏事務組合 
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資料：高知県災害廃棄物処理計画 Ver.2「災害廃棄物処理に関する県内広域ブロック」 

⑤移住定住促進に係る取組状況

移住定住促進については、構成市町村、県が、官民一体となり、誘致に向けた情報発信、相
談・コーディネート、住宅支援や就業支援、関係人口の創出等に取り組んでいます。
県は、「第 5 期高知県産業振興計画」の中で、移住定住に係る中期的な取組方針を定めて
おり、2027（令和 9）年度には移住者 3,000人を目指し、移住者の増加による地域と経済の活
性化を図ることを目標としています。特に若者や女性をターゲットとする「新たな関心層への
アプローチの拡大」、市町村個別相談会開催などの「きめ細やかな相談体制の強化」、空き家
などを活用した「仕事と住まいの確保策や定住化支援の強化」を積極的に取り組んでいます。 
そのほか、「れんけいこうち広域都市圏ビジョン」においても、圏域全体の経済成長をけん
引するために、二段階移住の推進に取り組むとされています。 

⑥地域コミュニティ形成に係る取組状況

集落等の地域コミュニティ形成については、高知県が「集落活動センターを核とした集落維
持の仕組みづくり」を推進しており、構成市町村と緊密に連携しながら、地域住民が主体とな
った地域運営組織の創設を支援しています。圏域内では10施設が整備されており、人材育成、
活動への助成、活動支援等のサポートを受けながら、生活、福祉、産業、防災等の地域活動に
取り組んでいます。
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３ 前期基本計画の評価 
（１）前期基本計画での取組内容 

前期基本計画では、「安全安心、健やか！活力ある安芸広域交流圏の形成」を目指し、4つ
の基本目標に基づいた政策及び施策を設定しました。 

  
将来像 基本目標 政策 施策 

安
全
安
心
、
健
や
か
！ 

 

活
力
あ
る
安
芸
広
域
交
流
圏
の
形
成 

基本目標１ 
地域資源を生かした活
力ある圏域づくり 

①魅力的な観光地域
づくり 

∙ 広域観光振興体制の構築、運営 
∙ 観光情報の充実と発信 
∙ 観光資源・体験型観光プログラムの
充実 

∙ 観光産業を支える人材育成 
∙ 地域産品の開発、販売の強化 

基本目標２ 
支え合い、安心して暮ら
せる圏域づくり 

①地域を支える医療・
介護・福祉の確保 

∙ 地域医療体制の充実 
∙ 感染症対策の推進 

➁大規模災害対策の
強化、充実 ∙ 広域での防災体制の充実 

基本目標３ 
快適に、暮らし続けられ
る圏域づくり 

①地域交通の維持、
活性化 

∙ 道路ネットワークの整備推進 
∙ 鉄道、バス等公共交通の利用促進 
∙ 観光客の交通利便性向上 

基本目標４ 
住民と協働で創る、自
立した圏域づくり 

①地域コミュニティ
の維持、発展 

∙ 移住・定住等の促進 
∙ 生活環境の維持・確保 

➁効率的な行政経営
の推進 

∙ 多様な行政サービスを担う人材育成 
∙ 共同化事業の推進 

  
上記の計画に基づき、2021（令和 3）年度から 2025（令和 7）年度においては、各市町村
や関係団体のもとで、以下の取組が行われました。 

  

➀基本目標１：地域資源を活かした活力ある圏域づくり 

①①  魅魅力力的的なな観観光光地地域域づづくくりり  
2016（平成 28）年 2月に設立された東部観が、2020（令和 2）年 3月に地域DMO＊11に認

定され、東部観が中心となり、構成市町村とともに、広域観光振興体制の運営、観光情報発
信、観光商品開発、観光客誘致、人材育成など、活発に取り組みました。 
前期基本計画期間は、新型コロナウイルス感染症*12（以下「コロナ」と言う。）の感染拡大
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により、2020（令和 2）年 1月から 2023（令和 5）年 5月までの期間、WHOが緊急事態を
宣言したことを受け、世界的に感染対策が急務となりました。これにより、手洗い・うがい・
マスク着用などといった基本的な衛生対策の徹底だけでなく、不要不急の外出や通勤を抑制し
人同士の密な接触の機会を減らす、旅行・出張など長距離移動を制限するなど、外出行動の抑
制策がなされました。 
各観光 PRイベントが中止されるなど飲食店や観光産業が打撃を受ける中、コロナ禍でも創
意工夫をし、観光情報の発信や商品開
発に努めました。中でも、外出が抑制
されたことにより需要の高まった
YouTubeやSNS等のデジタルメディ
アを活用した広告配信を行ったほか、
関西圏などでのデジタルサイネージ広
告を活用した PR を行いました。ま
た、飲食店等を支援する「東部食プロ
ジェクト」として、ゆずやサバなどの
地域食材を活かしたメニューを開発
し、飲食店を巡るスタンプラリーを行
うなど PRに努めました。 
コロナ収束後は毎年秋に開催される土佐の豊穣祭・安芸会場と
なり、1万人以上が集客する「高知東海岸グルメまつり＆鉄道の
日」などをはじめとするイベントの再開や、東部観、観光協会組
織の機能強化を目的とした研修の実施、体験型商品のモニターツ
アーへの助成のほか、JR四国が運行する観光列車「志国土佐 時
代（とき）の夜明けのものがたり」の運行支援など、積極的な取
組を行っています。 
また、2025（令和 7）年に大阪・関西万博が開催されることを

受け、関西圏からの観光客の流入が期待されたことから、徳島県
南部エリア（1市 4町：阿南市、那賀町、美波町、牟岐町、海陽
町）と高知県東部エリアが連携し、「四国南東部広域観光協議会」を設立し、パンフレットや
ノベルティグッズなどを制作し、各種イベントに出展するなど広く PRしました。
中芸 5町村では、2017（平成 29）年に日本遺産*13として認定を受けた「森林鉄道から日本

一のゆずロードへ」のガイド組織の強化や、シンポジウムの開催などの取組を通し、2023（令
和 5）年 7月に他の地域のモデルとなる「重点支援地域」に選ばれました。また、世界ジオパ
ークに認定されている室戸ユネスコ世界ジオパークも、同年 9月に再認定を受けています。 
また、圏域内での体験型学習を目的とする教育旅行の誘致については、バス利用への助成や

教育旅行のエージェントの調査費支援を行ったことによって、2016（平成 28）年から 10 年
間で、79校、10,185人以上の誘致が実現しました。 

＊11 DMO（Destination Management/Marketing Organization）…観光地域づくり法人の意味。地域の「稼ぐ
力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの
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司令塔として、多様な関係者と協働しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するた
めの戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人。 

＊12 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）…重症急性呼吸器症候群コロナウイルス２（SARS-CoV2）によ
る感染症。2020（令和 2）年 1 月 30 日に WHO により国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態が宣言さ
れたが、2023（令和 5）年 5月 4 日に解除され、日本でも 5 類感染症に移行した。 

＊13 日本遺産…地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺産（Japan 
Heritage）」として文化庁が認定する仕組み。 

➁基本目標２：支え合い、安心して暮らせる圏域づくり

①① 地地域域をを支支ええるる医医療療・・介介護護・・福福祉祉のの確確保保
医療従事者の人材確保を図るため、看護師養成施設や訪問介護ステーションの支援機能を
持った多機能支援施設が 2027（令和 9）年開所に向け、県主導で整備されています。 
また、在宅福祉の要の一つであるホームヘルパーの人数が 2019（令和元）年度以降 13％減

少しているうえに、全体の 18.9％が 70歳以上となり、ホームヘルパーの高齢化も深刻化して
います。これに加え、2024（令和 6）年度の介護報酬改定により訪問介護の報酬が減額された
ことから、圏域内におけるヘルパー数の減少が進んでおり、需要に対する供給の不足が懸念さ
れています。ホームヘルパーの減少は、住宅生活の支え手不足に直結し、誰もが住み慣れた地
域で必要なサービスが受けられず、高齢者やその家族らの不利益につながり、ひいては地域包
括ケアシステムの崩壊につながりかねません。 
このため、2025（令和 7）年 8月には、9市町村が一体となり、ヘルパーの報酬確保や中山

間地域の実情に応じたサービスの確保など、ヘルパー不足への対策を講じるよう、県に対して
要望書を提出しました。 

➂基本目標３：快適に、暮らし続けられる圏域づくり

①① 地地域域交交通通のの維維持持、、活活性性化化
2025（令和 7）年 3月に高知東部自動車道「高知龍馬空港 IC～香南のいち IC」が開通した
ことにより高知県中央部から芸西西 ICまで高規格道路が延伸しました。阿南安芸自動車道に
おいても、2024（令和 6）年度に「奈半利 IC～安田 IC」が新規事業化され、2025（令和 7）
年 2月には「柏木 IC～和田 IC」が開通するなど、高規格道路の事業化及び整備が進んでいま
す。 

また、公共交通の利用促進に向け、当組合が事
務を所管するごめん・なはり線活性化協議会事業
として、「ごめん・なはり線のパンフレット」の
更新、高知東部のローカルバスと鉄道路線図が見
られる「のんびりのってこルートマップ」の配布
や、近年のデジタル化に対応するために、ウェブ
サ イ ト 「 ゴ ト ゴ ト WEB （ http://gomen-
nahari.com/）」の運営を行いました。このほか、
ごめん・なはり線開通日である 2002（平成 14）
年 7 月 1 日を記念し、毎年 7 月第一週目の週末
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めん・なはり線の日」のイベントを沿線市町村が輪番制で行っており、2022（令和 4）年には、
安芸市において「ごめん・なはり線開通 20周年記念イベント」を開催するなど、鉄道利用を
推進し、鉄道利用者の利便性を向上させる取組をしました。その他、地域公共交通の確保のた
めに構成市町村が連携して、路線バスや鉄道運営会社の経営支援をしました。 

⑤基本目標４：住民と協働で創る、自立した圏域づくり 

①①    地地域域ココミミュュニニテティィのの維維持持、、発発展展  
首都圏からの移住を促進するため、高知県等が主催とする移住フェアへ積極的に出展しまし
た。 
②② 効効率率的的なな行行政政運運営営  

2016（平成 28）年度に設立された租税債権管理機構では、構成市町村から市町村税及び税
外債権等の移管を受け滞納整理を実施しています。令和元年から全国初の私債権の移管も引
受を行うなど積極的に徴収を行うことにより、市町村税の徴収率は過去 5年間で平均 62％と
高い推移を維持しています。 

図表27  租税債権管理機構引受件数及び徴収件数 

 
 
行政職員の人材育成については、2023（令和 5）年度に、香川県綾歌郡宇多津町において空

き家の利活用に関する視察、研修を実施しました。 
また、当圏域のごみ処理施設である「安芸広域メルトセンター」は、竣工後 15年目となる

2021（令和 3）年度からの 3 年間で基幹的設備改良工事を行いました。二酸化炭素排出抑制
事業費等補助金を活用した施設整備を通じて、排ガスの削減をはじめとする環境負荷の低減に
努め、持続可能な施設運営を推進しています。 
更に、近年全国的に多発するリチウム電池等が原因とされる火災防止のため、小学校の社会

見学で「リチウム電池イオンってなぁに？」を配布するなど、循環型社会に向けた啓発を行っ
ています。  

徴収額 徴収率 徴収額 徴収率 徴収額 徴収率 徴収額 徴収率 徴収額 徴収率
租税債権 44,441 99.9% 33,248 88.0% 33,237 77.0% 21,484 62.0% 30,920 72.0%
強制徴収公債権 3,811 97.2% 2,845 79.5% 4,775 75.0% 3,402 67.0% 3,670 78.0%
私債権 36,525 29.1% 25,184 21.4% 20,735 19.0% 19,755 19.0% 13,639 25.0%
合計 84,777 48.7% 61,277 38.6% 58,747 37.0% 44,641 31.0% 48,229 47.0%
引受件数

2020

245 256 331 304 283

2021 2022 2023 2024
（年度）

（単位：千円）
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（２）成果と課題 
高規格道路の延伸 

四国８の字ネットワーク整備促進四国東南部連盟等の各関係機関への要望により、四国8の
字ネットワークの整備率は、2025（令和 7）年 4月 1日時点で 77％（開通延長約 610km）と
なっています。当圏域においては、2025（令和 7）年 3月に高知東部自動車道「高知龍馬空港
IC～香南のいち IC」が開通したことにより、高知県中央部から芸西西 IC まで延伸し、県都
や周辺市町村への移動時間が短縮されました。また、阿南安芸自動車道においても、新規事業
化された区間があり、全線開通に向け着々と整備が進んでいます。しかしながら、阿南安芸自
動車道の一部では未事業化区間が残されてもいます。 
四国 8 の字ネットワークの整備により、自然災害時の救急活動や支援物資の輸送確保等に

加え、交流人口や商圏の拡大などによる地域経済の活性化につなげるため、今後も積極的に関
係機関への要望が必要とされます。 

積極的な観光振興による集客の向上 

観光振興については、新型コロナウイルスの流行により各イベントが中止され、当圏域内の
観光入込客数は一時的に減少しましたが、その間、地場産品の商品開発を積極的に進めたほ
か、YouTubeや SNS等のデジタルメディアを活用するなど、当圏域の魅力を日本のみならず
世界へ発信しました。 
また、教育旅行誘致については、高知県が観光分野において「極上の田舎、高知。」をコン
セプトとしていることから、農山漁村における民泊体験等を取り入れた教育旅行は、本地域の
セールスにとって追い風となっています。加えて、近年の物価高騰やオーバーツーリズム*14

の影響により、教育旅行の行き先が都市部から地方へと移行しつつあることや、文部科学省の
学習指導要領において、生徒が自ら課題を見つけ解決する「主体的・対話的で深い学び（アク
ティブ・ラーニング）」が重視されていることから、農山漁村での生活体験や環境学習などの
体験型教育旅行は、今後も継続的な増加が見込まれます。 
そのほか、中芸 5 町村の取組による日本遺産「森林鉄道から日本一のゆずロードへ」は、

2023（令和 5）年に「重点支援地域」に指定され、室戸ユネスコ世界ジオパークとともに、今
後も広域観光を促進する観光資源として活用が期待されています。 

＊14 オーバーツーリズム…過度な観光地化によって、地域住民の生活環境や観光客の観光体験に悪影響を与え
る状態のこと。 

首都圏等での移住定住の PR 

移住定住については、構成市町村と県等が連携して首都圏等での移住フェアや移住ツアー、
移住相談会等を開催することで、単独市町村では難しい PR効果を得ることができました。 

医療・福祉人材の確保・育成の推進 

医療・福祉分野において、県主導のもとで看護師養成施設を核とする多機能施設の整備が進
められています。しかしながら、介護士やヘルパーの減少・高齢化による諸問題は山積してお



32 

 

り、今後も当圏域の市町村が一丸となった積極的な取組が求められています。 

租税債権管理機構による市町村税等滞納額の圧縮 

当圏域全体の市町村税等の徴収体制を強化するため、移管を受けた市町村の滞納整理を行
いました。受託額の 50％を徴収目標として取り組んでおり、2019（令和元）年度からは、全
国の機構組織で初となる私債権の引受けを開始したことにより、専門的なチームによる強力な
財産調査と差押えにより、滞納累積額の圧縮に貢献しています。 
不当な圧力をかける滞納者や、財産を隠す悪質なケースに対し厳格に対応することで、住民
間の公平性を確保できることや、手間のかかる困難案件の移管を受けることで、市町村職員が
本来の業務に集中できるメリットも生じています。 

安芸広域メルトセンターの運営管理 

安芸広域メルトセンターでは、一般廃棄物の広域処理を行い、処理後の副産物として発生
し、有価物となる溶融スラグや溶融メタルは売却し、施設の維持管理費に充てています。また、
売却したものはリサイクルされ、舗装資材や鋼材等に有効利用されています。 
施設の竣工から 15年を経過した 2021（令和 3）年度から 2023（令和 5）年度の 3年間に

おいては、廃棄物処理に伴う二酸化炭素の排出抑制を目的とした基幹的設備改良工事を実施
し、目標値である CO2削減率 3.5％以上に対して、10.2％という良好な成果をあげました。し
かしながら、循環型社会形成推進地域計画全体では、事業系ごみの排出量の増加や直接資源化
量及びごみの減量化などが目標値に達していません。 
なかでも、近年、全国的な課題となっているリチウムイオン電池の一般廃棄物への混入によ
るごみ処理施設の火災が、当施設においても多発しています。これらの要因としては、ごみの
分別及び再資源化に対する意識が十分に浸透しておらず、その取組が徹底されていないことが
大きいと考えられます。 
今後は、当施設の適正な運営管理及び火災事故等の防止を図るため、ごみの再資源化の推進
に向けた分別の徹底やごみの減量に関する住民の意識向上に資する啓発活動について、構成市
町村と連携しながら取り組んでいく必要があります。 
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4 後期基本計画 
基本構想で整理した将来像、基本目標に基づき、前期基本計画の取組状況や世情を鑑み、以

下の政策、施策体系とします。 
 

将来像 基本目標 政策 施策 

安
全
安
心
、
健
や
か
！ 

 

活
力
あ
る
安
芸
広
域
交
流
圏
の
形
成 

基本目標１ 
地域資源を生かした活
力ある圏域づくり 

①魅力的な観光地域
づくり 

∙ 広域観光振興体制の整備、運営 
∙ 観光情報の充実と発信 
∙ 観光資源・体験型観光プログラムの
充実 

∙ インバウンド観光の受入整備 
∙ 観光産業を支える人材育成 
∙ 地域産品の開発、販売の強化 

基本目標２ 
支え合い、安心して暮ら
せる圏域づくり 

①地域を支える医療・
介護・福祉の確保 

∙ 地域医療及び在宅介護体制の充実 
∙ 感染症対策の推進 

➁大規模災害対策の
強化、充実 ∙ 広域での災害体制の充実 

基本目標３ 
快適に、暮らし続けられ
る圏域づくり 

①地域交通の維持、
活性化 

∙ 道路ネットワークの整備推進 
∙ 鉄道、バス等公共交通の利用促進 
∙ 観光客の交通利便性向上 

基本目標４ 
住民と協働で創る、自
立した圏域づくり 

①地域コミュニティ
の維持、発展 

∙ 移住・定住等の促進 
∙ 生活環境の維持・確保 
∙ 地域伝統文化等継承の支援 

➁効率的な行政経営
の推進 

∙ 多様な行政サービスを担う人材育成 
∙ 共同化事業の推進 
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基本目標 1 地域資源を生かした活力ある圏域づくり 

① 魅力的な観光地域づくり

施策展開の方向性 

前期基本計画では、地域DMOとして活動する東部観が観光振興の舵取り役となり、観光戦
略づくり、情報発信、民泊等の受入体制の整備、人材育成、教育旅行、一般旅行等の観光商品
の造成・販売等に、構成市町村及び多様な関係者と連携し、取り組んできました。 
新型コロナウイルス感染症の影響により、2020（令和 2）年 1 月からの数年間は外出規制
などの感染症対策が推奨され、観光業や飲食業は多大な影響を受けましたが、2023（令和 5）
年には NHK 連続テレビ小説で高知県出身の植物学者・牧野富太郎をモデルとする「らんま
ん」、2年後の 2025（令和 7）年には漫画家やなせたかしがモデルとなった「あんぱん」の放
送が起爆剤となり、高知県の豊かな自然や食、歴史・文化に国内の注目度が一層高まっていま
す。このため、地域のブランド力向上をはじめ、観光客が安心して滞在・消費できる受入環境
の整備、観光を支える地域人材の確保・育成など、当圏域全体を見据えた総合的なマネジメン
トが求められています。
また、高知龍馬空港の国際線ターミナル整備が進展しており、今後はアジア地域を中心とし
た観光客の増加が見込まれています。一方で、その効果を地域経済へ十分に波及させる仕組み
や、インバウンド*15観光への対応はなお途上にあるため、受入れ環境整備や多言語対応の強
化などの取組を進めていく必要があります。 
そこで、前期基本計画の観光振興の方向性に基づき、引き続き、構成市町村を含めた当圏域
の一体的な観光振興体制の充実を図るとともに、滞在型・体験型観光の推進と地域への経済効
果の向上を図り、国内需要だけでなくインバウンド需要も見込んだ観光振興に取り組みます。 

＊15 インバウンド…外国人が日本に訪問する旅行のこと。 

施策の内容 

■広域観光振興体制の整備、運営

広域観光振興ネットワークの整備、運営支援

〈 協力団体 〉東部観 

■観光情報の充実と発信

自然・食・文化等地域の魅力を活かした観光情報の発信

〈 協力団体 〉東部観・構成市町村 
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■観光資源・体験型観光プログラムの充実

観光資源のブラッシュアップ支援

体験型観光の充実支援

イベント等の開催

教育旅行の誘致支援 

〈 協力団体 〉東部観・構成市町村 

■インバウンド観光の受入整備

訪日外国人向け情報発信

インバウンド観光の受入れ環境整備と地域全体での対応力の向上

〈 協力団体 〉東部観・構成市町村 

■観光産業を支える人材育成

観光ビジネス人材の育成支援

〈 協力団体 〉東部観 

■地域産品の開発、販売の強化

地域産品販売体制の整備支援

地域産品 PR事業

〈 協力団体 〉東部観 

高知東海岸グルメまつり＆鉄道の日 

イベント
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基本目標２ 支え合い、安心して暮らせる圏域づくり 

① 地域を支える医療・介護・福祉の確保

施策展開の方向性 

県は「日本一の健康長寿県構想」を掲げ、誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らし続けら
れる地域を目指し、健康寿命の延伸に向けた取組、地域で支え合う医療・福祉・介護サービス
提供体制の確立とネットワークの強化、結婚・出産・子育てができる社会の形成などを推進し
ています。 
当圏域では、構成市町村の共通課題となっている地域医療及び在宅介護体制の整備、医師・
看護師・介護士不足対策について、構成市町村及び県の施策と連携しながら、重点的に取り組
みます。 

施策の内容 

■地域医療及び在宅介護体制の充実

医師・介護・福祉サービスの人材確保

〈 協力団体 〉県・構成市町村 

■感染症対策の推進

感染症等の予防対策普及啓発活動

〈 協力団体 〉県・構成市町村 

高知県立あき総合病院 
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② 大規模災害対策の強化、充実

施策展開の方向性 

政府の地震調査委員会の発表によると、南海トラフ地震の発生率は、今後 30年以内に 60％
～90％程度以上とされており、地震を発端とした火災や水害等の大規模災害の発生が懸念さ
れています。このため、平常時から災害に備えるとともに、災害発生後においては、被災地域
における住民生活の基盤となる機能の早期復旧・復興に迅速に取り組む必要があります。 
県及び構成市町村においては、それぞれ地域防災計画を策定し、これに基づき、避難施設等
の整備、防災訓練の実施、自主防災組織の設立支援、各家庭における減災対策への支援などを
進めています。 
当組合においても、災害時におけるごみ処理機能の継続及び早期回復のため、2025（令和

7）年 2月に策定した「一般廃棄物処理事業 BCP（業務継続計画）」について、PDCAサイ
クルによる定期的な計画の見直しを行い、計画のレベルアップと実効性の確保に努めます。
あわせて、災害廃棄物処理広域ブロック協議会で進められている災害廃棄物の仮置き場の確
保等による災害廃棄物の円滑な処理に向けた協力体制や、県及び当圏域内における情報共有
体制の整備等に取り組み、災害に強い廃棄物処理体制の構築に努めます。 

施策の内容 

■広域での防災体制の充実

災害時要援護者対策の充実支援

災害廃棄物処理協力体制の強化支援

〈 協力団体 〉構成市町村 

令和 6 年能登半島地震 
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基本目標３ 快適に、暮らし続けられる圏域づくり 

① 地域交通の維持、活性化

施策展開の方向性 

地域経済の発展や生活環境の維持、災害時の避難経路確保等のために、地域交通網の維持、
活性化を推進します。 
県は地域交通網形成計画を策定し、これに基づき、公共交通の利用促進、インフラ整備、事
業者支援、利用者支援等を行っています。また、構成市町村においても地域公共交通計画によ
り、それぞれの地域特性に応じた取組を進めています。そこで、当圏域では、県と構成市町村
が連携し、住民の移動手段となる公共交通等の確保のための鉄道、バス、タクシー等の利用促
進、観光客の交通利便性向上を重点的に取り組みます。 
また、「四国 8 の字ネットワーク整備促進    四国東南部連盟」等が中心となって進める高
速道路の整備促進についても積極的に活動します。 

施策の内容 

■道路ネットワークの整備推進

高規格道路及び幹線道路の整備推進要望

〈 協力団体 〉構成市町村、四国� 8� の字ネットワーク整備促進四国東南部連盟 

■鉄道、バス等公共交通の利用促進

土佐くろしお鉄道「ごめん・なはり線」の経営支援と利用促進事業

阿佐海岸鉄道「阿佐東線」の DMV 車両を活かした PR 事業

交通事業者の経営支援

〈 協力団体 〉構成市町村、東部観、土佐くろしお鉄道株式会社、阿佐海岸鉄道株式会社 

■観光客の交通利便性向上

公共交通のアクセス性の向上支援

観光客への公共交通情報発信

ごめん・なはり線オープンデッキ車両 

（NHK 連続テレビ小説「あんぱん」放送を 

機に 2025 年リニューアル公開） 
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基本目標４ 住民と協働で創る、自立した圏域づくり 

① 地域コミュニティの維持、発展

施策展開の方向性 

人口減少、少子高齢化が進展する中で、住民生活、地域文化や郷土を維持していくために、
中山間地域等の地域コミュニティの振興に取り組みます。 
構成市町村では、集落支援員や地域おこし協力隊等を活用しながら、コミュニティ施設の整
備や地域活動の支援等により、地域コミュニティの維持、発展に取り組んでおり、県とともに、
集落活動センターを核として集落維持に取り組んでいます。さらに、構成市町村、県では、人
口減少を抑制するために、都市部からの移住定住を積極的に誘致しています。 
そこで、当圏域では、構成市町村、県の施策と連携しながら、圏域の共通課題となっている
移住定住の誘致、関係人口の創出に向けた情報発信を行うとともに、生活環境の維持、地域の
伝統文化の保存・継承に向け重点的に取り組みます。 

施策の内容 

■移住・定住等の促進

移住定住に係る積極的な情報発信

関係人口の創出支援

〈 協力団体 〉構成市町村、東部観 

■生活環境の維持・確保

中山間地域交流支援

〈 協力団体 〉構成市町村 

■地域伝統文化等継承の支援

伝統文化資源の保存活用の推進

伝統文化の保存・継承支援

〈 協力団体 〉構成市町村 
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➁ 効率的な行政経営の推進

施策展開の方向性 

人口減少、少子高齢化が進む中、2020年（令和 2）12月に、政府は「デジタルの活用によ
り、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」
を目指すべきビジョンとし、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を閣議決定しま
した。これにより、住民の利便性の向上を図るため、デジタル技術やデータを使用した行政サ
ービスの提供が徐々に始まっています。 
今後も多様化、高度化する行政サービスに対応するため、構成市町村の人材育成に取り組
み、行政コストの削減に向けた共同化等に向けて積極的な支援を行います。 

施策の内容 

■多様なサービスを担う人材育成

〈 協力団体 〉構成市町村 

■共同化事業の推進

安芸広域メルトセンターの維持管理

ごみの分別・リサイクル意識の啓発

安芸広域メルトセンターの将来のあり方についての検討

徴税等業務の運営

〈 協力団体 〉構成市町村 

人材育成事業 
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5 広域活動計画 
（１）事業展開の基本方針 
安芸広域ふるさと市町村圏基金の運用益を活用し、当圏域の将来像の実現に向けた圏域内

の交流、連携により一体感の醸成を図るとともに、圏域外への情報発信や圏域間の交流を通
じ、圏域としての独自性の確立を図りながら活力ある圏域づくりを進めるため、各種の広域的
なソフト事業を展開します。 

（２）事業計画 

➀広域観光振興に関する事業 

■広域観光振興体制の整備、運営に関する事業 
■観光情報の充実と発信 
■交流人口拡大事業 
 ■観光資源・体験型観光プログラムの充実等広域観光推進事業 
 ■観光産業を支える人材育成事業 
 ■地域産品の開発、販売の強化事業  

②移住・定住等の促進と地域コミュニティの維持、発展に関する事業 

■移住・定住等の促進事業 
■住民生活の維持・支援事業 

 ■地域における交流事業や地域づくり活動支援事業 

③公共交通の利用促進と経営助成に関する事業  

■土佐くろしお鉄道「ごめん・なはり線」の経営支援と利用促進事業 
■阿佐海岸鉄道「阿佐東線」の PR事業 
■観光客の交通利便性向上事業 
■地域公共交通を維持するための事業 

➃人材育成に関する事業 

■多様な行政サービスを担う人材育成事業 
■地域の振興、活性化に関する人材育成事業 
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6 計画の推進に向けて 
（１）施策の推進
本計画は、施策分野が多岐にわたることや、広域として取り組むことから、計画をより効果
的に推進するために、構成市町村、県の施策展開を踏まえ、施策、事業の見直しや整理を行い
ながら、総合的な調整・推進を図ることが必要です。 
個別施策の推進に向けて、国、県の関連事業、構成市町村の総合計画等との整合性を図り、

連携を取りながら効果的な実施に努めます。 

（２）施策の協議、調整

➀調整、協議による円滑な実施

本計画にある重点課題や各施策の実施においては、その円滑な遂行に向けて、構成市町村間
で、十分な情報共有と協議、調整を図ります。

②圏域住民に向けた情報発信

計画内容を住民が認識、共有できるようにするため、ウェブサイト等で公表します。

 観光用シンボルマーク 

だるま太陽を表しています。 

希望を意味する太陽と、9 市町村の自然 

（海・山・川）を表現しています。 

「安芸広域シンボルマーク」 



43 

 

第四次安芸広域ふるさと市町村圏計画後期基本計画策定委員会名簿 
市市町町村村等等名名  職職    名名  氏氏    名名  

室 戸 市 
副市長 黒岩  道宏 
まちづくり推進課長 福留  裕治 

安 芸 市 
副市長 植野  浩二 
企画調整課長 大 野  崇 

東 洋 町 
副町長 伊吹 真貴博 
総務課長 築地  仲音 

奈 半 利 町 
副町長 太田  達也 
総務課長 井 上  明 

田 野 町 
副町長 山中  大成 
総務課長 今井  章博 

安 田 町 
副町長 南  順 一 
総務課長 手島  一憲 

北 川 村 
副村長 岡宗  秀明 
総務課長 百々  真史 

馬 路 村 
副村長 清 岡  隆 
総務課長 木下  慎也 

芸 西 村 
副村長 都 築  仁 
企画振興課長 池田  加奈 

高知県東部観光協議会 事務局長 中元  健裕 

   
事事  務務  局局  職職    名名  氏氏    名名  

安芸広域市町村圏事務組合 
事務局長 島﨑  留美 
事務局次長 西田  圭司 
主幹 前田  真里 
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